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    2017/11/15
適格消費者団体 NPO 法人京都消費者契約ネットワーク（Kyoto Consumer Contract 
Network，KCCN）         理事長 野々山宏，事務局長 長野浩三

１ KCCN の概要

京都を中心として，消費者，消費者団体，消費生活相談員，学者，司法書士，弁

護士ら約１１０名で構成するネットワーク組織。２００７年１２月に，全国で４番

目の適格消費者団体として内閣総理大臣より認定された。

ＫＣＣＮは，全国の適格消費者団体の中で一番多くの差止訴訟を行っている団体

で，地元の京都新聞で「全国で最も「戦闘的」といわれる適格消費者団体」として

紹介されたこともある。

２ KCCN の差止請求活動

①クロレラチラシ配布差止等請求事件

KCCN は，サン・クロレラ販売株式会社（以下，「サン・クロレラ社」という。）

に対し，景表法，消契法に基づき，日刊新聞紙に折り込んだチラシの配布を差止め

ること等を請求する訴訟を京都地裁に提起。

サン・クロレラ社は，「日本クロレラ療法研究会」の名称を用いて，クロレラや

アガリクスにつきガンなどに効くなどと宣伝をする新聞折り込み広告を配布。２０

１５年１月，京都地裁で全面勝訴の判決（京都地判平成２７年１月２１日判例時報

２２６７号８３頁，金判１４６７号５４頁）。控訴審で，大阪高裁は，２０１６年

２月，既にチラシの配布をやめていること，消契法の「勧誘」にはチラシは含まれ

ないことなどを理由に原判決を取り消し，当団体の請求を棄却した。（大阪高判平

成２８年２月２５日金商１４９０号３４頁）。最判平成２９年１月２４日民集７１

巻１号１頁は消契法４条，１２条の「勧誘」要件につき，チラシ広告が事業者等に

よる働きかけが不特定多数の消費者に向けられたものであったとしても，そのこと

から直ちにその働きかけが「勧誘」に当たらないということはできないと判示した。

この判断は消費者庁の解説を否定するもので画期的。その後消費者庁は解説を改訂

した。

②インターネット接続サービス契約解約料条項使用差止請求事件

インターネット接続サービスの約款では，インターネット契約について２年の最低

利用期間を定め，最低利用期間内に解約があったときは，当該サービスの残余期間分

の利用料金の全額を徴収する旨の条項について差止判決を獲得（京都地判平成２８年

１２月９日ＫＣＣＮホームページ掲載）。

③健康食品お試し価格表示差止請求事件

２０１７年１月，ＫＣＣＮは，インターネット通販で健康食品の「お試し」商法を

展開していた事業者に対し，ホームページ上の表示の差止めを求めて京都地裁に提訴。
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事業者は，ウェブサイト上の「９８０円」の表示自体を削除したため，和解で解決。

④冠婚葬祭互助会の解約金条項使用差止請求事件

冠婚葬祭互助会契約の中途解約料について一部を無効とし，差止を認めた高裁判決

を獲得（大阪高判平成２５年１月２５日判時２１８７号３０頁。原審京都地判平成２

３年１２月１３日判時２１４０号４２頁。）。同種の契約件数は全国で２０００万件

以上といわれる。

⑤その他

結婚式場の解約金条項使用差止請求事件，携帯電話の解約料条項使用差止請求事件，

マンション賃貸借契約の「定額補修分担金条項」使用差止請求事件，「敷引条項」使

用差止請求事件，更新料条項使用差止請求事件，未公開株勧誘差止請求事件にも取り

組んだ。

３ ＫＣＣＮの最近の意見書等

①平成 29 年（2017 年）8 月 25 日消費者契約法の見直しに関する意見

②２０１７年（平成２９年）４月２８日地方消費者行政の一層の充実・強化を求める

意見書

③平成 29 年（2017 年）2 月 22 日消費者契約法 9 条 1 号の改正を求める意見書

④2016 年（平成 28 年）10 月 18 日民法の成年年齢の引下げに関する意見書

⑤２０１６年１月１４日特定商取引法改正の答申に対する意見

⑥２０１６年１月１４日内閣府消費者委員会消費者契約法専門調査会「報告書」（平

成 27 年 12 月）及び内閣府消費者委員会「消費者契約法の規律の在り方についての

答申」に対する意見

⑦２０１５年１１月２５日消費者庁・国民生活センターの地方移転に反対する意見書

その他については KCCN ウェブサイト（http://kccn.jp/ikenshoyoubou1.html）参照

４ 工程表に対する意見その１

➀不当な表示に係る事案に対する景品表示法の厳正な執行【消費者庁】について

KCCN では，健康食品などについて，安い価格を表示し，複数回でのより高額な購

入を条件とする，いわゆる「お試し」商法について景表法に基づく差止請求をしてい

るが，これについては即時に措置命令を含む厳しい対応が必要である（声明参照）。

KCCN では水素水についてアフィリエイトサイトでの医薬品的効能を表示し，商

品購入へと誘導する表示について差止請求しているが，これについても即時に措置命

令を含む厳しい対応が必要である（措置命令要請書参照）。

これらについては消費者庁において十分な対応がなされているとは言い難いと評

価している。

②適格消費者団体及び特定適格消費者団体に対する支援の在り方の検討【消費者庁】

について

適格消費者団体，特定適格消費者団体は財政的に極めて困難な状況にある。KCCN
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の年間予算は百万円強程度であり，活動は弁護士，司法書士，消費生活に関する専門

家等のボランティアに支えられているのが現状。財政的な支援の検討は国会の付帯決

議等でもなされてきたが，いつまでもこのような状況での活動が続かないことは明ら

かであり，即時の即効的な財政支援策の策定が必要である。

情報面での支援策として PIO-NET端末の公費負担での適格消費者団体への設置が

なされるべきである。

適格消費者団体，特定適格消費者団体の認知度は低く，これを早急にあげる施策も

必要である。

③消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律

（消費者裁判手続特例法）の円滑な施行について

そもそも，同法の対象となる請求権は，事案によっては定型的な算定が可能な慰謝

料（個人情報漏洩事案など），有価証券報告書の虚偽記載事案などが含まれておらず，

また手続も煩瑣で使い勝手が極めて悪いため，早急な制度の見直しが必要。さらには，

人身損害についての請求権も対象とすべきである。

特定適格消費者団体への支援策としての国センによる立担保に関する立法がされ

ているが，迅速かつ特定適格消費者団体に過度な負担がかかってその活用を躊躇する

ことのないような運用が必要である。

④地方消費者行政の充実・強化に向けた地方公共団体への支援等

地域の見守りネットワークの構築については，消費生活センターと福祉分野とのよ

り密な連携が図られる体制が早急に構築されるべきであり，国がそれを主導すべきで

ある。

地方消費者行政の要である消費生活相談を担う消費生活相談員に対する処遇は早

急に改善されるべきであり，国においてそれに必要な予算措置を講じるべきである。

（以下は，KCCN の平成２９年４月２８日付意見書の意見の趣旨である。）

国は、地方公共団体の消費者行政の体制・機能強化を推進するための特定財源であ

る「地方消費者行政推進交付金」の交付要領について、平成２９年度までの新規事業

を適用対象に限定している点を改正し、平成３０年度以降の新規事業も適用対象に含

めるべきである。

国は、地方公共団体が実施する消費者行政機能のうち、消費生活相談情報の登録事

務、重大事故情報の通知事務、違反業者への行政処分事務及び適格消費者団体・特定

適格消費者団体の活動支援事務等、国の事務処理の性質を併せ持つ事項に関する予算

の相当部分について、恒久的に財政負担するべきである。

国は、消費生活相談員及び地方消費者行政における法執行、啓発・地域連携等の企画

立案、他部署・他機関との連絡調整、商品テスト等の事務を担当する職員の配置人数

の増加及び専門的資質の向上等に向け、実効性ある施策を講じるべきである。

５ 工程表に対する意見その２
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  ※詳細は、添付資料の当団体の意見書を参照してください。

① 高齢者の消費者被害の防止策の強化について【消費者庁、厚生労働省、国土交通

省】について

高齢者の消費者被害の増加は著しく、被害の範囲は多様であり、喫緊の課題で

ある。身元保証や住まいに限定することなく、被害の予防・拡大防止、被害救済の

ための政策や法制度が必要。見守りは、消費者団体や地法自治体の消費者関連部

門だけでなく、老人クラブ、社会福祉協議会などの高齢者団体、自治連合会などの

地域団体及び地方自治体の福祉部門との連携が不可欠。これらを視野に入れたネ

ットワーク作りが必要。

訪問販売、電話勧誘販売などの不招請勧誘による被害が多い。特定商取引法の

改正などを改正して、不招請勧誘の事前拒否登録制度やお断りステッカー制度の

導入が必要。

金融機関の ATM の高齢者振り込み制限措置の普及。

消費者契約法に、年齢等を原因とする判断能力不足を利用したつけ込み勧誘に

対して取消権を付与や、年齢を勧誘に当たって考慮要素とするなどの改正が必要。

② 成年年齢引き下げに対する対応【消費者庁、文部科学省、法務省】について

消費者教育や被害救済法制の現状は、成年年齢引き下げを実現する環境にはな

い。現状での引き下げは行うべきではない。

消費者教育の強化だけで被害予防は実現できない。消費者契約法に、年齢等を

原因とする判断能力不足を利用したつけ込み勧誘に対して取消権を付与や、年齢

を勧誘に当たって考慮要素とするなどの改正が必要。

③ 消費者契約法改正について【消費者庁】

消費者委員会の答申内容は必ず実現しなくてはならない改正点。

さらに消費者委員会が付言した内容も今回の改正で実現されるべき。特に、年

齢等を原因とする判断能力不足を利用したつけ込み勧誘に対して取消権を付与や、

年齢を勧誘に当たって考慮要素とするなどの改正は高齢者被害や成年年齢引き下

げにおいて不可欠な改正である。

適格消費者団体の差止請求の実施においては、消費者契約法 9 条 1 項の平均的

損害の立証責任を転換する改正が必要。

６ その他の消費者委員会への要望，意見

  日本のリーディングカンパニーに公正取引に対する姿勢に問題が多く生じてい

る今日、公正な消費者取引の実現に消費者委員会の役割がますます重要となる。

消費者委員会に求められている役割を十分に果たしていただきたい。
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